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１  労働市場の動向 

＜ 平成 30 年 2 月分概況 ＞ 

 

１ 求人倍率の状況 

有効求人倍率（季節調整値）については、前月に比べ月間有効求人数は減少（前月

比 0.1%減）、月間有効求職者数は増加（前月比 1.0%増）であったため、前月の 1.91

倍から 0.02 ポイント低下し、1.89 倍となった。 

新規求人倍率（季節調整値）については、前月に比べ新規求人数、新規求職者数と

もに増加し、求人数の増加（前月比 2.1%増）が求職者数の増加（前月比 8.8%増）を

下回ったため、前月の 2.87 倍から 0.18 ポイント低下し、2.69 倍となった。 

 

２ 求人の状況 

新規求人数（原数値）については、前年同月に比べ 1.0%増となった。 

新規求人の動きを産業別に前年同月比でみると、建設業（2.1%減）、製造業（7.4%

増）、情報通信業（4.2%減）、運輸業，郵便業（9.3%増）、卸売業, 小売業（6.5%減）、

金融業，保険業（5.7%増）、不動産業，物品賃貸業（11.2%減）、学術研究，専門・技術

サービス業（9.4%増）、宿泊業，飲食サービス業（6.2%減）、生活関連サービス業，娯

楽業（1.6%減）、医療，福祉（9.1%増）、サービス業（1.8%減）であった。 

製造業は、食料品製造業（5.2%減）、繊維工業（8.7%増）、木材・木製品製造業（30.7%

増）、印刷・同関連業（52.9%増）、プラスチック製品製造業（38.8%増）、窯業・土石製

品製造業（7.7%減）、鉄鋼業(10.2%減）、金属製品製造業（5.7%増）、はん用機械器具製

造業（7.9%増）、生産用機械器具製造業（31.3%増）、電気機械器具製造業（26.1%減）、

情報通信機械器具製造業（8.2%増）、輸送用機械器具製造業（16.0%増）となった。 

月間有効求人数（原数値）は、前年同月に比べ 4.1%増となった。 

 

３ 求職の状況 

新規求職者数（原数値）については、前年同月に比べ 3.4%減となった。 

新規求職者（パート除く常用）の内訳を前年同月比でみると定年到達者（15.9%減）、

事業主都合離職者（5.9%減）、自己都合離職者（10.4%減）、在職者（0.2%減）、無業者

（11.3%増）であった。 

また、月間有効求職者数（原数値）は、前年同月比 4.0%減となった。 

 

４ 就職の状況 

公共職業安定所の紹介による就職件数については 5,723 件で、前年同月比 9.5%減と

なった。就職率（求職者のうち安定所の紹介で就職した者の割合）は 28.6%と、前年

同月に比べ 1.9 ポイント低下した。 

 

５ 雇用保険受給者の状況 

雇用保険受給者実人員については、前年同月比 6.4%減となった。 

 









































一 般 被 保 険 者 給 付 （ 基 本 手 当 ）

離  職  票

交 付 枚 数

受給資格決定件数

前年比

初 回 受 給 者 数 受 給 者 実 人 員

前年比

安
定

所
別

（
　

月
分

）

名 古 屋 中

名 古 屋 南

名 古 屋 東

豊 橋

岡 崎

一 宮

半 田

瀬 戸

豊 田

津 島

刈 谷

西 尾

犬 山

豊川(本　所)

新 城

春 日 井

項 目

年 月

枚

蒲郡(出張所)

（注）１．基本手当受給率＝基本手当受給者実人員／(被保険者数＋基本手当受給者実人員)×100

　　　２．年度計欄の受給者実人員は、月平均で計上。

　　　３．「うち特定」は、受給資格者のうちの特定受給資格者を指す。

-　-

20　雇用保険給付状況

月別月別月別月別、、、、安定所別安定所別安定所別安定所別にみたにみたにみたにみた給付状況給付状況給付状況給付状況

そのそのそのその１１１１

件 ％ 人 人 人 ％ 人

うち特定 うち特定

 8月

平成24年度計

平成25年度計

平成26年度計

平成27年度計

平成28年度計

平成29年 2月

 3月

 4月

 5月

 6月

 7月

 9月

10月

11月

12月

平成30年 1月

 2月

2

253,033

239,790

241,678

239,853

237,026

16,776

20,032

36,167

18,906

17,429

18,802

19,356

19,283

20,332

16,302

14,383

19,882

17,295

5,518

1,396

2,148

787

592

843

643

280

974

436

1,881

217

326

268

54

833

99

95,098

85,084

80,560

77,415

72,748

5,435

5,535

7,565

8,266

5,969

5,269

5,623

5,706

6,089

5,029

3,828

5,162

5,127

725

543

666

326

301

303

375

137

288

232

408

109

187

122

35

299

71

0.6

△ 10.5

△ 5.3

△ 3.9

△ 6.0

△ 7.2

△ 3.9

△ 9.5

3.2

△ 6.4

△ 12.2

△ 0.6

△ 4.9

0.7

△ 7.8

△ 7.8

△ 9.7

△ 5.7

9.8

△ 13.3

△ 10.1

△ 12.8

△ 5.9

△ 10.4

9.3

△ 10.5

△ 14.8

27.5

△ 14.8

△ 1.8

8.1

△ 6.9

△ 16.7

△ 15.1

△ 1.4

82,053

73,151

68,326

65,680

59,754

4,884

4,553

3,875

7,159

5,155

4,211

6,093

4,490

4,535

4,973

3,783

3,643

4,428

571

467

643

272

253

274

268

122

293

180

348

89

166

135

26

272

49

20,174

16,609

13,653

13,295

11,508

1,047

888

888

1,392

995

734

901

751

867

938

622

545

903

131

110

150

49

35

49

52

21

41

49

63

21

30

25

6

60

11

29,259

27,242

24,543

22,954

20,680

18,697

18,899

17,581

19,991

20,549

20,343

22,010

20,786

20,846

20,064

18,644

18,261

17,500

2,273

1,970

2,464

1,076

910

1,059

1,062

535

1,056

697

1,375

367

690

503

122

1,145

196

△ 2.8

△ 6.9

△ 9.9

△ 6.5

△ 9.9

△ 10.6

△ 8.7

△ 8.2

△ 4.1

△ 6.6

△ 5.9

△ 7.2

△ 7.4

△ 2.6

△ 2.6

△ 5.6

△ 4.1

△ 6.4

△ 6.1

△ 5.2

△ 5.8

△ 12.6

△ 13.6

△ 4.4

△ 12.1

△ 7.4

△ 5.4

△ 8.5

△ 8.3

△ 2.9

7.0

7.2

△ 3.9

△ 5.2

△ 2.5

8,545

7,834

5,963

5,346

4,553

4,032

4,037

3,891

4,298

4,378

4,201

4,243

4,033

4,200

4,039

3,748

3,644

3,628

501

448

526

223

134

208

231

110

183

163

258

83

141

104

20

241

54

24



短期特例被保険者給付

日雇

給付

人 人 ％ ％ 件 件 枚 件 人 枚 件 人 人

-　-

支給終了者数

うち特定

受給率

愛知 全国

  受給

者の紹

介件数

　受給

者の就

職件数

離職票

交　付

枚　数

受給資

格決定

件　数

受　給

者　数

離職票

交　付

枚　数

受給資

格決定

件　数

受　給

者　数

受給者

実人員

保 保

４．刈谷安定所には、碧南出張所を含む。平成19年4月から、蒲郡安定所は豊川安定所の出張所となったが、「豊川(本所)

　　」の欄には蒲郡出張所分を含まない豊川安定所の数値を、蒲郡(出張所)の欄には蒲郡出張所の数値を計上している。

５．平成22年1月船員保険法改正に伴い、中部運輸局の取扱数を含むため、各月の合計と各安定所の合計は必ずしも一致し

　　ない。

６. 「保受給者の紹介件数」、「保受給者の就職件数」には、名古屋中にあいちマザーズハローワーク・名古屋外国人雇用

　　サービスセンター・愛知新卒応援ハローワーク・ハローワークプラザ名中・愛知わかものハローワークで取扱った件数

　　を含み、名古屋南にはハローワークプラザなるみ、刈谷には碧南出張所をそれぞれ含む。

高年齢求職者給付

12,163

11,416

8,452

7,556

6,232

475

538

419

434

419

386

491

366

437

485

394

515

380

58

42

50

24

11

15

28

7

21

13

31

10

21

8

2

33

6

1.1

1.0

0.9

0.8

0.7

0.7

0.7

0.6

0.7

0.7

0.7

0.8

0.7

0.7

0.7

0.7

0.6

0.6

0.3

0.7

0.7

0.9

0.9

0.8

0.9

1.3

0.5

1.0

0.4

0.9

1.1

1.0

1.1

0.8

1.0

1.5

1.3

1.2

1.1

1.0

0.9

0.9

0.8

0.9

0.9

0.9

1.0

0.9

0.9

0.9

0.8

0.8

0.8

111,576

101,691

84,709

79,773

83,286

6,653

6,689

5,846

6,364

6,703

6,089

6,502

6,399

6,185

5,834

4,878

5,471

5,333

995

600

626

280

272

348

267

221

251

238

389

95

189

161

48

293

60

18,958

18,998

17,735

17,122

17,987

1,487

1,577

1,383

1,533

1,534

1,419

1,379

1,491

1,585

1,462

1,290

1,198

1,335

184

128

113

105

71

75

79

50

68

78

96

34

62

68

12

86

26

14,212

15,975

18,690

19,388

19,660

1,259

1,732

6,092

1,708

1,456

1,832

1,623

1,692

2,161

1,337

1,332

1,917

1,586

483

153

193

53

48

83

77

35

108

43

152

12

31

26

9

72

8

10,762

12,134

13,545

13,895

13,590

883

918

2,398

1,894

945

1,000

1,034

1,020

1,305

1,006

823

1,090

1,127

130

121

111

47

55

78

113

51

86

65

87

24

40

26

4

78

11

10,712

12,128

13,435

13,836

13,601

1,002

948

1,530

2,560

1,093

1,024

947

1,013

1,292

1,058

769

977

1,166

126

145

113

49

60

77

102

52

91

65

96

23

45

26

7

79

10

841

695

689

621

543

8

58

149

65

18

26

14

18

4

21

81

16

5

-

1

-

-

-

-

2

-

-

1

-

1

-

-

-

-

-

70

81

75

69

49

1

2

2

1

37

-

-

2

2

12

20

2

1

1

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

69

82

74

68

49

2

2

3

-

19

19

-

2

-

3

21

11

1

1

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

1,780

1,746

1,691

1,472

801

48

43

40

15

3

2

5

2

1

1

1

1

1

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

1

-

-

-

-

-

-

60,812

57,197

52,099

49,827

43,619

3,233

3,611

2,853

3,316

2,978

2,810

4,273

3,429

3,671

3,888

3,385

3,748

2,979

394

314

409

174

151

176

191

86

168

137

235

64

116

101

26

201

36

25



安
定

所
別

（
　

月
分

）

名 古 屋 中

名 古 屋 南

名 古 屋 東

豊 橋

岡 崎

一 宮

半 田

瀬 戸

豊 田

津 島

刈 谷

西 尾

犬 山

豊川(本　所)

新 城

春 日 井

項 目

年 月

人

蒲郡(出張所)

-　-

安定所別安定所別安定所別安定所別にみたにみたにみたにみた給付状況給付状況給付状況給付状況

そのそのそのその２２２２

人 人 人

雇 用 継 続 給 付

育児休業給付

一般教育訓

高年齢雇用継続給付 介護休業給付

基本給付

金受給者

実 人 員

再就職給

付金受給

者実人員

基本給付

金受給者

実 人 員

介護休業

給 付 金

受給者数

常用就職

支度手当

受給者数

再就職手当

 受給者数

就業促進

定着手当

受給者数

就業手当

受 給 者

実 人 員

就 職 促 進 給 付 教 育 訓 練 給 付

人 人 人 人 人

(注）１．就業手当受給者実人員の年度欄は月平均。

     ２．平成22年1月船員保険法改正に伴い、中部運輸局の取扱数を含むため、各月の合計と各安定所の合計は必ずしも一致

         しない。

　　 ３．平成26年4月雇用保険法改正に伴い、就業促進定着手当創設。平成26年10月より支給実績あり。

     ４．平成26年10月雇用保険法改正に伴い、専門実践教育訓練給付創設。平成27年４月より支給実績あり。

練 給 付 金

受 給 者 数

人

専門実践教

育訓練給付

金受給者数

　　  　 8月

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

平成28年度

平成29年 2月

　　  　 3月

　　  　 4月

　　  　 5月

　　  　 6月

　　  　 7月

　　  　 9月

　　  　10月

　　  　11月

　　  　12月

平成30年 1月

　　  　 2月

2

351

383

416

331

344

25

34

24

26

15

22

13

6

10

13

20

7

11

3

3

-

-

1

1

-

-

-

-

-

1

-

-

-

2

-

17,315

17,900

17,158

19,133

19,567

1,358

1,579

1,405

1,976

1,963

1,899

1,755

1,596

1,862

1,766

1,796

1,316

1,353

177

140

146

103

77

85

84

33

63

73

106

28

56

57

9

101

15

-

-

2,572

6,331

5,358

458

455

345

432

548

338

336

312

400

464

507

439

482

62

61

75

26

23

24

30

11

29

26

34

11

16

16

3

27

8

85

67

45

53

51

41

46

46

47

50

49

52

42

41

42

39

38

33

-

1

3

1

6

2

3

2

6

2

3

-

-

1

-

1

2

7,506

7,900

6,892

6,776

6,183

342

573

489

333

309

406

523

505

703

671

484

365

308

37

31

48

27

16

28

24

8

19

13

17

3

9

8

2

13

5

-

-

-

294

922

3

75

448

72

9

5

5

3

830

84

16

51

7

-

1

1

1

1

2

-

-

-

-

-

-

1

-

-

-

-

601,749

585,794

574,294

555,407

542,348

48,242

41,207

47,683

38,908

47,940

41,420

47,654

40,457

49,184

40,148

48,426

39,896

47,412

11,409

5,460

4,654

1,144

1,575

2,096

1,108

40

6,798

674

7,671

614

1,094

1,091

2

1,819

163

225

157

73

41

39

3

2

4

1

3

1

2

2

2

2

2

-

1

1

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

136,911

148,917

161,154

180,190

198,275

17,642

19,534

19,258

19,499

16,024

14,625

16,268

15,685

16,889

16,791

17,678

18,294

18,937

26

5,834

1,539

2,607

681

817

654

711

199

1,544

273

2,322

261

381

300

14

673

127

468

446

465

508

544

62

54

54

77

84

53

72

68

84

78

77

46

66

22

4

8

3

1

-

2

1

7

3

8

1

-

-

-

6

-



２１　産業界の動向

概　況

管内主要経済指標 （　　　）は全国

16/10-12月 17/1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 17/10月 11月 12月 18/1月 2月

-0.0 -1.2 -0.8 -0.4 0.4 -1.0 1.1 0.9 p0.7 n.a.

(-0.7) (-1.5) (0.1) (0.7) (0.7) (-0.5) (1.4) (1.2) (0.5) (n.a.)

4.5 2.2 2.9 2.1 -0.4 -1.4 -0.2 0.5 0.3 n.a.

(3.9) (2.5) (3.2) (2.4) (1.4) (0.6) (1.8) (1.8) (1.8) (n.a.)

7.3 6.8 12.2 -0.1 1.1 -3.5 1.3 4.9 -0.0 n.a.

(5.6) (7.8) (13.2) (4.1) (-1.5) (-1.1) (-2.6) (-0.8) (-1.1) (n.a.)

0.1 1.0 -0.1 0.7 1.6 -4.1 15.2 -18.3 2.5 n.a.

(-1.0) (0.3) (1.6) (-3.3) (-0.7) (-1.1) (1.7) (-2.7) (-8.6) (n.a.)

-7.4 25.3 -13.7 -7.9 26.4 41.2 -2.2 11.8 -24.0 -23.2

(-3.6) (8.0) (-1.1) (-10.3) (5.4) (7.8) (1.6) (-5.9) (-6.7) (-2.6)

26.6 0.0 3.6 4.0 8.7 -4.5 23.3 8.8 47.8 -5.1

(-3.0) (-3.0) (2.7) (-2.6) (0.9) (7.3) (-2.3) (-1.9) (4.9) (-10.3)

0.9 -1.3 4.0 3.3 r3.0 -0.5 1.5 r8.1 p-12.1 n.a.

(1.8) (0.2) (2.1) (0.4) (1.8) (0.5) (0.5) (2.9) (p-6.6) (n.a.)

(11.1) (13.1)

(7.8) (5.2)

(9.0) (8.1)

（注）

こうした中で、生産は増加基調にある。また、雇用・所得情勢をみると、労働需給が引き締まっているほか、雇用者所得は改善を
続けている。この間、消費者物価（除く生鮮食品）の前年比は１％程度となっている。

東海３県の景気は、拡大している。

最終需要の動向をみると、輸出は増加基調にある。設備投資は着実に増加を続けている。個人消費は緩やかに回復している。
住宅投資は横ばい圏内の動きとなっている。この間、公共投資は高めの水準で推移している。

先行きについては、海外経済を巡る不確実性や為替・金融資本市場の動向が企業・家計のマインドや支出行動に及ぼす影
響、各種政策の効果等を注視していく必要がある。

金融面をみると、東海３県の金融機関（国内銀行＋信金）の貸出は、前年比伸び率が＋1％台となっている。また、預金は、個人
預金、法人預金ともに増加しており、前年比伸び率が＋２％台となっている。

百貨店・スーパー販売額
(全　店）

<前年比　％>

13年度実績 14年度実績 15年度実績

17.2

16年度実績 17年度計画
　　　　　　　　前回調査

(9.4)

11.6 13.62.8

(1.0)

11.5 11.0 7.6

(7.7) (3.3) (1.0) (-0.1)

(0.3)

製造業

非製造業

全産業
-4.8 8.5 14.2 6.6 11.3 10.8

(5.3)

-15.3 6.8

（4.6） (3.9)

10.7

6.8 10.0

(7.0)(1.1)

コンビニエンスストア販売額
(全　店）

<前年比　％>

乗用車販売台数（含軽）
<前年比　％>

設備投資額
<前年比％>

鉱　工　業　生　産
<季調済前期比　％>

新設住宅着工戸数
<季調済前期比　％>

公共工事請負金額
<季調済前期比　％>

倒　　産　　件　　数
<前年比　％>

1． 特に断りのない限り、愛知・岐阜・三重の３県ベース。

2． 新設住宅着工戸数、公共工事請負金額の季節調整済計数については、全国ベースの計数が季節調整替えを行った時点で、

Ｘ－12－ARIMAを用いた季節調整替えを行う。

3. 設備投資額の17年度計画は、17年12月の企業短期経済観測調査結果。

4. 公共工事請負金額は、東海３県を工事場所とする公共工事に対応する請負金額。

5． pは速報値、ｒは訂正・改訂値。

（資料）日本銀行名古屋支店 「東海3県の金融経済動向」（2018年2月号 , 2018年3月号）
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